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要旨

2026年3月期 業績：売上高86.9億円、営業利益17.9億円、純利益15.9億円

● ビジネスプロデュース：売上高67.8億円（前年同期比 ＋24％）、営業利益8.1億円

● インキュベーション（ベンチャー投資）：売上高19.0億円、営業利益9.7億円

2027年3月期 計画

● ビジネスプロデュース： 売上高75億円以上、営業利益5億円以上

● インキュベーション： 非開示

株主還元

● 2026年3月期 期末配当は期初予想106円（一株当たり）に対し137円

● 2027年3月期 期末配当予想 137円

ビジネスプロデュースの継続成長に向け、順調に業績拡大中
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2026年3月期 連結P/L

* 事業別の営業利益 = 各セグメント利益 ー 全社費用負担額

2026年3月期

（億円） （億円）

前年同期比

（％）

2025年3月期

売上高

● ビジネスプロデュース

● ベンチャー投資

営業利益

● ビジネスプロデュース*

‒ 営業利益率

● ベンチャー投資*
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共に達成
● 売上高   ：67億円（前年同期比 +24％）
● 営業利益：  8億円（営業利益率 12％）

順調

● 新規事業領域で一気通貫支援のPJ実績が拡大

● 既存事業変革を含む包括支援や長期PJ獲得が進展

● 山口FGと協働し、GX戦略地域制度を活用した産業
育成の取組開始、他

育成は順調も、人員増の計画は未達

● 採用した人材の戦力化が進展

● 下期に採用加速したが、計画人員に届かず

2026年3月期 ビジネスプロデュース期初計画と振り返り

2030年3月期目標

定量計画
● 売上高  ：62億円～
● 営業利益： 3億円～

重点施策１：時代の潮流を捉えた提供価値の進化

● 戦略＋伴走・実行・実現まで一気通貫支援

● テクノロジーも活用した既存事業の変革

● 産業レベルの構想/ビジネスエコサイクル創り

重点施策２：人材の育成・仕組みの強化

● 売上成長とのバランスを取りつつ、優秀人材の確
保も継続

2026年3月期 振り返り

売上高
110億円以上

（CAGR：15％）

営業利益率
15％以上

期初計画 実績・進捗
(25/5/15開示)
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ビジネスプロデュースの売上推移

* 22/3期は売却済事業を除く
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新規事業支援：戦略立案に加え、伴走・実行・実現まで一気通貫で推進

* 国際連合工業開発機関

PJ事例① 

エンジニアリング会社のインド事業拡大のための、
インドM&A戦略立案～M&A実行～PMIまで一気通貫で支援

インドでの事業拡大を企図する顧客に対し、
インド固有の市場構造、バリューチェーン、競争
環境を踏まえて、M&Aが最善の戦略であることを
示したうえで、最適なターゲットを発掘。

実際のM&A交渉にあたっては、割安かつリスクを

金融事業者における
地域での産業創造、事業創造支援

特定業界や地域の課題解決に向け、課題構造
分析を踏まえた、複数企業と連携した取り組みや
業界横断的な仕組みの検討・立ち上げを支援。
現在、半導体産業育成、地域の各種インフラ
維持など、様々なテーマで金融機関が担うべき

機能や共同事業の形を具体検討中。すでにいくつかのテーマで事業の
形や座組も具体化済み、早期立ち上げを目指す。

（プロジェクト期間：2025年10月～実行中）

製造・モビリティ分野向け統合デジタルプラットフォームの
インド社会実装事業

経済成長が進むインドにおける新規事業創出に
向け、株式会社デンソーと共同で日本発の
デジタルプラットフォームソリューション事業展開を
開始。本事業では、UNIDO*の技術移転を通じ
た産業協力プログラムの支援のもと、インド製造

企業を巻き込んだサプライチェーン及び自動車バリューチェーンの高度化
を推進。本事業展開を通じて、製造・モビリティ分野における日印経済
協力の強化に貢献

（プロジェクト期間：2025年7月～実行中）

大手インフラ企業における、主力事業領域外での
新規事業テーマ創出及びその実現に向けた事業化伴走支援

領域としての制約がない中で、同社のビジョン・
コアケイパビリティとDI内部の知見・構想を掛け
合わせ、実現確度の高いテーマを複数創出。

個別テーマの事業化に向けて、戦略的な検討と
並行して、技術・オペレーションケイパビリティ補完

に必要なパートナリングや営業パイプラインの構築を含め全方位的に
伴走支援中。足元PoCが完了し、上市に向けた取り組みを推進中

（プロジェクト期間：2022年1月～実行中）

ミニマイズした契約条件での買収を実現するとともに、買収交渉中から
PMIプラニングを開始し、スムーズなPMIへの移行を支援。PMIにおいて
は、通常のPMIに加えて、市場の変化を踏まえた新たな戦略の立案・
検討、実行も支援

（プロジェクト期間：2023年2月～実行中）
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既存事業変革：テクノロジーも活用し戦略策定から具現化まで

* マネー・ロンダリング及びテロ資金供与対策

現場のブラックボックスになってい
た業務プロセスの課題を明らかに
し、組織・業務プロセス・システム
の段階的な改革プランを策定・
実行。

インフラ系エンジニアリング会社における
業務プロセス改革の実行・推進

結果、建設工事の縮小が見込まれる中、抜本的な
組織・プロセスの見直しを行い、約20%の生産性向
上を実現することで利益率改善に貢献

建築・不動産会社の事業部主導型DXビジョン／
戦略策定と、実行伴走支援

グループ子会社含め、事業現場
へのインタビューを重ね、現状課
題を棚卸ししたうえで、事業部
主導でのDXのビジョン／戦略を
策定し、全体アーキテクチャ設計・

取り組み施策の幅出し・ロードマップへの落とし込み・
DX推進委員会の立上げを、実行伴走型で支援中

ソフトウェア開発企業における
生成AI導入の支援

ソフトウェア開発以外の業務
全般(営業、企画、人事、品質
管理など)の生産性向上に向け、
各部門の業務詳細の調査・
分析を実施。

生成AIの活用ポイントを明確にし、AI導入後の
組織・人員の再構成案を作成。部門によっては最大
で30%の生産性向上できることが判明し、今後、
2年かけて業務改革を進めていく決定に至った

金融事業者に対する規制要求対応
（AML/CFT*）

金融事業者全体に求められる
規制要求（AML/CFT）に対
応すべく、現状評価からシステム
対応含めた現場改革まで支援。

規制要求、業務改善、テクノロジーの観点で複数部
門に渡るチェンジマネジメントと大規模なシステムイン
プリメンテーションに寄与

総合IT企業における
知財DXの推進

年間数千件の特許を扱う知財
部門における業務効率化と意思
決定の迅速化に向け、
エージェント型AIの企画、開発、
導入を一気通貫で支援。

特許作成を補助する弁理士AI、品質を判断する
審査官AI、関連事例・文献を収集する先行調査
AIを開発し、専門家と同等の業務品質を実証。
知財部門への社内導入を進めるとともに、外販に
向けた顧客との検証PoCを経て、製品化を検討中

住宅設備の製造販売企業における
生成AIを活用した未来洞察プロジェクト

顧客周辺市場（ユーザー／
住宅環境の変化等）における
2075年の動向を洞察。綿密な
ヒアリングなどに基づいたシナリオ
プランニングのアプローチと、適切

なプロンプト設計に伴う生成AIを活用したアプローチ
をハイブリッドで実施。洞察した将来ビジョンから
逆引きし、現業におけるオペレーションや取引先との
関係性進化に着手。ビジョンライティングに留めず、
現業の改革に落とし込んだ

PJ事例② 
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産業レベルの構想/ビジネスエコサイクル創りの仕込み
PJ事例③ 

*  受託調査名：「インドネシア国における水素社会の推進に関する情報収集・確認調査」（2024年11月～2026年2月）
** 20260203.pdf

我が国のコンビナート及び造船業の再興に向けた取り組み

2025年8月に株式会社山口フィナンシャルグループとユニバーサル マテリアルズ 
インキュベーター株式会社とともに、山口県が設置した 「新事業創出・育成タスク
フォース」に構成企業として参画し、 GX戦略地域の選定に向けた取り組みを
検討。

26年４月に山口県が同戦略地域の「有望地域」に選定。今後はタスクフォース
メンバー及び参画企業とともに具体的な取り組み内容の検討を深め、戦略地域
への選定を目指す。選定されれば、予算措置に基づく経済的な支援と、規制・
制度改革が一体的に講じられることになる。

本取り組みを通じ、国内での脱炭素の加速及びGX産業の育成を推進していく

インドネシア国における水素社会の推進（JICA）*

インドネシアにおける水素・アンモニア社会の推進に向けて、同国の水素・
アンモニアのコンセプトモデルを定義し、インパクト評価及び実現に向けたボトル
ネックを検証。これらの検証結果を踏まえ、JICAとエネルギー・鉱物資源省が
共同で「水素・アンモニア社会推進の為の日本-インドネシア連携ロードマップ
(HASI)」を策定し、公表**。

本調査を通じ、JICAは、価格差補填やバリューチェーンの立ち上げに必要な
経済インセンティブの設計や、日尼官民ステークホルダーの連携促進に向けた
プラットフォーム活動を展開。DIは本調査全体において、調査・分析、ロードマッ
プの策定、ステークホルダー・エンゲージメント、プラットフォーム活動を支援

https://jpn01.safelinks.protection.outlook.com/?url=https%3A%2F%2Fwww.jica.go.jp%2Foverseas%2Findonesia%2Finformation%2Fpress%2F2025%2F__icsFiles%2Fafieldfile%2F2026%2F02%2F04%2F20260203.pdf&data=05%7C02%7CNakashima.Kojun%40jica.go.jp%7C71d8e9dff636436fa68508dea697350b%7Ceba9fc4255884d318a4e6e1bf79d31c0%7C0%7C0%7C639131365509220388%7CUnknown%7CTWFpbGZsb3d8eyJFbXB0eU1hcGkiOnRydWUsIlYiOiIwLjAuMDAwMCIsIlAiOiJXaW4zMiIsIkFOIjoiTWFpbCIsIldUIjoyfQ%3D%3D%7C0%7C%7C%7C&sdata=t3UjRJXiFOUATYxyy5heVfrsqkOgdJ8hfsx%2BxIpjO1E%3D&reserved=0
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ビジネスプロデューサーの人員数は計画を下回る

2026年3月期における増減内訳（名）

BP

T&A

合計

（T&A除く）

25/3期末
在籍者数 純増減数

26/3期末
在籍者数

110

50

160

113

46

159

+3

▲4

▲1

（名）

内、T&A

17

内、T&A

50

内、T&A

50
内、T&A

46

←計画：180名

2026年3月期の振り返り

上期：戦力化を優先し、採用抑制
下期：採用加速でプロセスが進み、2027年3月期は

増員が進む見通し（4月末時点で175名）

←実績：159名
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含み益***

22

インキュベーションの状況

（億円）

* 全額減損済かつその後のアップラウンドがない銘柄、及び評価対象外のストックオプション除く
自社ファンドの保有銘柄は、DI持分相当額のみ

** 損益取込分は簿価に反映し、時価は各ファンドで算定方法が異なるため算出せず、簿価と同額評価
*** 直近（２年以内）ファイナンス価格や第三者取引価格による評価。金額は税引き前

簿価(ファンドへのLP出資分)**

簿価(プリンシパル分)*

取り組み方針 簿価の推移と含み益の状況

22

収益ボラティリティの高いインキュベーションアセットは、
適切に収穫

●含み益の実現・簿価低減によりボラティリティを抑制

●シンプルな事業構造へ転換

収穫した資金とケイパは、ビジネスプロデューサーの陣容
拡張等の成長投資や株主還元に充当

22
29

44

79

24 24 25
18 20

55

20
4

3 2

0

25

50

75

100

2022年

3月末

2023年

3月末

2024年

3月末

2025年

3月末

2026年

3月末



10© Dream Incubator Inc. All Rights Reserved.

2026年3月 連結B/S

* 合同金銭信託等

純資産 増減内訳

● 2025年3月期
期末配当  ：▲30億円

● 親会社株主帰属
純利益 ：＋15億円

その他資産
24億円

ベンチャー投資
27億円

現預金
56億円

純資産
131億円

負債
26億円

短期運用資産*

50億円

2025年3月末（総資産：158億円） 2026年3月末（総資産：156億円）

その他資産
28億円

ベンチャー投資
28億円

現預金
39億円

純資産
117億円

負債
38億円

短期運用資産*

59億円
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2027年3月期 通期計画まとめ

2027年3月期
通期計画

（億円） （億円）

2026年3月期
通期実績

売上高

● ビジネスプロデュース

● ベンチャー投資

営業利益

● ビジネスプロデュース

● ベンチャー投資

期末ビジネスプロデューサー数

1株あたり配当（普通配当）

75～

非開示

5～

非開示

190名

137円

67

19

8

9

159名

137円
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2027年3月期のビジネスプロデュース計画は5か年目標にオントラック

売上75億円以上／営業利益５億円以上

（売上/億円）

売上 ：
営業利益：

110以上

（CAGR 15%以上）

17以上

（営利率15％以上）

売上目標

（営業利益/億円）

営業利益目標
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引き続き4つのビジネスプロデュース領域を着実に推進し、強固な収益基盤を確立していく

提供価値 フォーカスする取り組み

産業プロデュース ＆
ビジネスプロデュース

（BP）

ストラテジー ＆
インストレーション

（S&I）

テクノロジー & 
アンプリファイ
（T&A）

グローバル戦略共創
（GSC）

事業創造を核とした提供価値の高度化と収益モデルの進化

● 構想やコンセプトを打ち出し、DIのコアコンピタンスである事業創造の新たなビジネスモデルや戦略設計を創出

● 従来の固定フィーに加え、成功報酬や投資を絡めたモデルなど、多様な収益モデルを実装・実践

顧客コミットを強化し、多様な経営ニーズに対応

● 新規事業領域に限らず、包括的な経営課題に踏み込み、長期のパートナーに

● 戦略立案に加え、伴走・実行・実現までを一体で提供

デジタル・IT領域への拡張

● 製造業におけるサプライチェーン改革支援、IT内製化支援、ビジネスプロデュースのデジタル実装

● 業務改革に伴うAI・テクノロジー実装

ビジネスプロデュースのコンセプトを海外に拡大適用

● 多様な官民クライアント向けにクロスボーダーでの新事業・社会インパクトを創出

● 特に、インド事業基盤強化に加え、グローバルサプライチェーン改革・観光インバウンド領域も拡充



14© Dream Incubator Inc. All Rights Reserved.

環境変化を踏まえて、人材投資を一層強化

人材・組織に関する状況認識

不確実性がより高まる中、構想力や実行力を有するビジネス
プロデューサー（BP人材）は、今後益々必要とされる存在と
なる

● 構想力：既存の枠を超えた発想や創造性

● 実行力：挑戦者への伴走／社内外の巻き込み

世の中へのビジネスプロデュースのインパクトを高めるべく、
BP人材の育成に長期でコミットし、人数規模を拡大していく

● 優秀な人材の採用

● 多様なプロジェクトの経験

● 長期間にわたるDIでのキャリア形成

AIの急速な進化も、BP人材の育成を加速させる

● 調査・分析業務が効率化されることでより本来の価値を
発揮しやすい環境に

2027年3月期の取組

採用の強化

● 構想力や実行力を発揮できそうな人材をより重視

● BP人材の魅力や価値をより広めるためのブランディング強化

育成・リテインの強化

● AI活用を前提とし、調査・分析力よりも、構想力・実行力を
より評価する体系にシフト

● BP人材としてのプロフェッショナル意識をより強め、スキルを
定着させるために研修内容を刷新

● 長期で活躍できる環境と待遇の整備

体制の強化

● フロント部門執行役員のリソースを大幅投入し、採用・育成・
評価等の企画～実行、モニタリングを一元管理

2027年3月期末のビジネスプロデューサー数は190名を計画
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株主還元方針

* 資本コストは9％を想定

継続的かつ安定的な株主還元を進めつつ、B/Sスリム化を推進

M&A他、成長投資機会の模索も並行しつつ、実行していく

● 収益基盤の構築状況に応じて増配も検討

継続的な利益成長と共に本施策を推進し、4年後（2030年3月期）目標ROEを引き続き15％以上*とする

2027年3月期 配当予想：
期末配当 @137円

2026年3月期 配当実績：
期末配当 @137円
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本資料内に記載された将来の見通しや戦略等は、作成時点において入手可能な情報
に基づくものであり、目標や予想の達成及び将来の業績を保証するものではありません。
将来の業績は、経営環境の変化、投資先企業の業績の悪化、金融商品市場に
おける株価の変動等の要因により実際とは大きく異なる可能性があります。

また、本資料の内容は将来予告なく変更されることがあります。本資料のご利用は、
他の方法により入手された情報とも照合し、利用者の判断によって行って頂きますよう
お願いいたします。本資料の利用の結果生じたいかなる損害についても、当社は一切
責任を負いません。

免責事項



The Business Producing Company
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